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繰越額を表記 
 

＊主要事業の特定財源は下記の凡例により名称を省略 

分担金 
負担金 
使用料 
手数料 
国  負 
国  補 
国  委 
県  負 
県  補 
県  委 

:分担金 
:負担金 
:使用料 
:手数料 
:国庫負担金 
:国庫補助金 
:国庫委託金 
:県負担金 
:県補助金 
:県委託金 

財産収入 
寄附金 
繰入金 
繰越金 
諸収入 
 
 
 
市  債 

:財産運用収入、財産売払収入 
:寄附金 
:特別会計繰入金、基金繰入金 
:繰越金 
:延滞金・加算金及び過料 
 市預金利子、貸付金元利収入 
 受託事業収入、収益事業収入 
 雑入 
:地方債 
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平 成 ２２ 年 度 決 算 報 告 書 

 

 
地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、平成２２年度に 

    
おける主要な施策の成果を次のとおり報告します。 

 
 
 

平成２３年９月 
 
 

取手市長 藤 井 信 吾 
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                  財 政 状 況 
 
第１ 国の予算 
  現下の経済動向を見ると、景気は、緩やかに回復していくと見込まれるが、高い失

業率や下落傾向にある物価水準など依然として国民生活を取り巻く情勢は厳しく、大

幅な税収減などの困難に直面している。 
また、国の財政は、公債依存度が４８％にも及び、国・地方を合わせた長期債務残

高が平成２１年度末において８１９兆円、GDP 比１７２％となり、主要先進国中最悪

の水準であるなど、極めて深刻な状況にある。 
  このような状況下、平成２２年度予算については、持続的な経済成長と財政健全化

の両立を図るため「経済財政改革の基本方針２００９」等を踏まえ、無駄の排除など

歳出改革を継続しつつ、安心・安全を確保するために社会保障の必要な修復をするな

ど、安心と活力の両立を目指して現下の経済社会状況への必要な対応を行なうととも

に、子育て、雇用、環境、科学技術に重点を置く予算編成を行った。 
  この方針に基づいて編成された平成２２年度の一般会計当初予算の規模は、９２兆

２，９９２億円で前年度比１兆７，２３３億円（３．３％）の増加となった。 
 
 
第２ 地方財政対策 

平成２２年度においては、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏

まえ、「地域のことは、地域で決める」地域主権の確立に向けた制度改革に取り組む

とともに、地域に必要なサービスを確実に提供できるよう、地方財政の所要の財源を

確保することで、住民生活の安心と安全を守るとともに地方経済を支え、地域の活力

を回復させていくとの基本理念に立ち、歳出面においては、経費全般について徹底し

た節減合理化に努める一方、当面の地方単独事業等の実施に必要な歳出及び地域ニー

ズに適切に応えるために必要な経費を計上するほか、歳入面においては、安定的な財

政運営に必要な地方税、地方交付税などの一般財源総額の確保を図ることを基本とし

て、過去最大の財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補填

措置を講じることとした。 
このような方針に沿って講じることとした地方財政の規模は８２兆１，２６８億円

で、前年度比４，２８９億円（０．５％）の減となった。 
 
 
第３ 市の予算編成等 

平成２０年に発生した世界的な金融危機による経済不安が続くなか、平成２１年度

の予算編成では、これまで経験したことのない規模で法人市民税収入が急激に落ち込

み、さらに扶助費の自然増や負担金、公債費が高い水準で推移すること等により、財

源不足額が大幅に拡大し厳しい状況となった。 
平成２２年度以降も、多額の収支不均衡が見込まれることから、当面の緊急対応期

間を平成２２年度から平成２４年度までの３年間と設定した「財政構造改革アクショ

ンプラン」を策定し、歳入・歳出両面から徹底した見直しを図り、持続可能な財政構 
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造の転換を目指すこととした。 
平成２２年度予算編成は、このプランに従い、歳入の確保を進めながら事務事業の

見直しや、人件費の抑制など、歳出全般にわたる徹底した見直しを行った。 
また、予算配分の重点化にあたっては、「安心・安全の確保」「まちの活性化」「産

業の振興」など市民生活に直結した行政サービスが展開できるように、事業の選定と

集中を図った。 
この方針に基づいた平成２２年度の一般会計予算は３３７億７，０００万円で、前

年度予算と比較して２１億９，０００万円（６．９％）の増となったが、平成２２年

度は市債の借換による２億円が含まれていることから、市債借換分を差し引いた実質

的な予算規模との比較では、前年度比１９億９，０００万円（６．３％）増となった。 
 
 

第４ 決算の状況等 
  一般会計の決算状況は、歳入予算額３６２億３，５２３万４千円に対し決算額は、

３５３億９，１４６万３千円で、予算額に対する決算額の比率は９７．６７％となる

が、平成２２年度の市債借換分２億円を差し引いた実質的な歳入予算額は、３６０億

３，５２３万４千円に対し決算額は３５１億９，１４６万３千円で、実質的な予算額

に対する決算額の比率は９７．６６％となった。 
  歳出においては、決算額３４３億１，９８７万９千円で９４．７１％となるが、市

債借換分２億円を差し引いた実質的な決算額は３４１億１，９８７万９千円で９４．

６８％となった。 
 
  全ての会計を合計した決算状況は、歳入予算額５６５億９，０２３万３千円に対し

決算額は５５５億８９３万７千円で、予算額に対する決算額の比率は９８．０９％と

なるが、市債借換分２億円を差し引いた実質的な歳入予算額は５６３億９，０２３万

３千円に対し決算額は５５３億８９３万７千円で、実質的な予算額に対する決算額の

比率は９８．０８％となった。 
  歳出においては、決算額５３９億７，５２７万円で９５．３８％となるが、市債借

換分２億円を差し引いた実質的な決算額は、５３７億７，５２７万円で、実質的な予

算額に対する決算額の比率は９５．３６％となった。 
 
 



（単位：円、％）

予算額に対する 予算額に対する

決算額との比較 決算額との比率

歳 入 36,235,234,000 35,391,463,603 843,770,397 97.67

内、市債借換分を除く
（200,000,000）

36,035,234,000 35,191,463,603 843,770,397 97.66

一 般 会 計 歳 出 36,235,234,000 34,319,879,454 1,915,354,546 94.71

内、市債借換分を除く
（200,000,000）

36,035,234,000 34,119,879,454 1,915,354,546 94.68

歳 入 歳 出 差 引 額 － 1,071,584,149
継続費逓時繰越額及び
繰越明許費繰越額

186,864,000

翌年度繰越金 884,720,149

歳 入 562,450,000 402,649,940 159,800,060 71.59

歳 出 562,450,000 371,285,650 191,164,350 66.01

歳 入 歳 出 差 引 額 － 31,364,290 繰越明許費繰越額 22,367,000

翌年度繰越金 8,997,290

歳 入 185,078,000 185,076,557 1,443 100.00

歳 出 185,078,000 185,076,557 1,443 100.00

歳 入 歳 出 差 引 額 － 0 翌年度繰越金 0

歳 入 11,680,719,000 11,635,643,131 45,075,869 99.61

歳 出 11,680,719,000 11,329,896,045 350,822,955 97.00

歳 入 歳 出 差 引 額 － 305,747,086 翌年度繰越金 305,747,086

歳 入 13,366,000 11,671,341 1,694,659 87.32

老 人 保 健 特 別 会 計 歳 出 13,366,000 11,671,341 1,694,659 87.32

歳 入 歳 出 差 引 額 － 0 翌年度繰越金 0

歳 入 1,548,505,000 1,551,333,235 △ 2,828,235 100.18

後期高齢者医療特別会計 歳 出 1,548,505,000 1,539,767,693 8,737,307 99.44

歳 入 歳 出 差 引 額 － 11,565,542 翌年度繰越金 11,565,542

歳 入 5,119,580,000 5,085,618,741 33,961,259 99.34

介 護 保 険 特 別 会 計 歳 出 5,119,580,000 5,007,212,505 112,367,495 97.81

歳 入 歳 出 差 引 額 － 78,406,236 翌年度繰越金 78,406,236

歳 入 12,227,000 12,851,112 △ 624,112 105.10

介護サービス特別会計 歳 出 12,227,000 9,606,228 2,620,772 78.57

歳 入 歳 出 差 引 額 － 3,244,884 翌年度繰越金 3,244,884

歳 入 1,232,239,000 1,231,790,649 448,351 99.96

競 輪 事 業 特 別 会 計 歳 出 1,232,239,000 1,200,299,541 31,939,459 97.41

歳 入 歳 出 差 引 額 － 31,491,108 翌年度繰越金 31,491,108

歳 入 835,000 838,909 △ 3,909 100.47

歳 出 835,000 575,107 259,893 68.88

歳 入 歳 出 差 引 額 － 263,802 翌年度繰越金 263,802

歳 入 56,590,233,000 55,508,937,218 1,081,295,782 98.09

内、市債借換分を除く
（200,000,000）

56,390,233,000 55,308,937,218 1,081,295,782 98.08

合 計 歳 出 56,590,233,000 53,975,270,121 2,614,962,879 95.38

内、市債借換分を除く
（200,000,000）

56,390,233,000 53,775,270,121 2,614,962,879 95.36

歳 入 歳 出 差 引 額 － 1,533,667,097

平成２２年度取手市会計別決算総括表

用 地 先 行 取 得 事 業
特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

会 計 別

取手駅西口都市整備事業
特 別 会 計

取 手 地 方 公 平 委 員 会
特 別 会 計

区 分 予 算 額 決 算 額

- 4 -
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決 算 の 概 要 
 

１ 予算の状況  
 
当初予算 

平成２２年度の一般会計の当初予算は、歳入歳出ともに、３３７億７，０００万円で、平成

２１年度当初予算３１５億８，０００万円に比較し、２１億９，０００万円（６．９％）の増

となるが、平成２２年度は市債の借換分２億円が含まれていることから、この２億円を差し引

いた実質的な予算額との比較では、１９億９，０００万円（６．３％）の増となった。 
 
特別会計は、９会計で、当初予算額は、１９８億１，６５８万６千円となり、平成２１年度

の１８９億５，８５８万５千円に比較し、８億５，８００万１千円（４．５％）の増となった。 
 
補正予算 
一般会計において７回の補正予算を組み、合計で６億８２８万１千円の増額補正を行い、最

終予算額は、３４３億７，８２８万１千円となった。これを平成２１年度の最終予算額と比較

すると、２２億７，１１６万２千円（６．２％）の減となるが、平成２１年度の市債の借換分

１８億６，４６０万円、平成２２年度の市債の借換分２億円をそれぞれ差し引いた実質的な予

算額との比較では、６億６５６万２千円（１．７％）の減となった。 
また、特別会計における補正予算は、５特別会計で９億６，３９２万円を増額補正し、競輪

事業特別会計で４億２，５５０万７千円を減額し、最終予算額は、２０３億５，４９９万９千

円、前年対比７億１，９４４万７千円（３．７％）の増となった。 
 

 
２ 決算の状況 
 
一 般 会 計 

 
平成２２年度は、「財政構造改革アクションプラン」の計画１年目に当たり、持続可能な行政

運営と住民サービスの提供ができるよう、人件費総額の抑制や公債費負担の平準化に努めると

ともに、既存事業の徹底した見直しを行うなど新たな行財政改革に取り組むことができた。 
一方で、市の重点施策としては、緊急性や継続性等により優先順位を付け、事業の集中や選

定をして実施した。 
まず、「活力ある取手づくり」として、「ゆめみ野地区」関連整備事業や都市計画道路の整備

事業など産業の振興、地域活性化のための方策を積極的に推進しました。 
また、「安全安心のまちづくり」事業として、子どもたちが安心してすごすことのできる環境

を整備するため小中学校の耐震補強事業や、大雨による浸水被害を軽減するため雨水排水路の

整備を実施し良好な環境改善整備に取り組むなど、市の課題解決を図ることができた。 
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（決算額） 
一般会計の歳入歳出決算額（繰越事業を含む。）は、 
歳 入 ３５３億９，１４６万３千円（平成２１年度 ３７０億９９０万２千円） 
歳 出 ３４３億１，９８７万９千円（平成２１年度 ３６１億８，３３２万２千円） 
となり、平成２１年度に比べ歳入で１６億１，８４３万９千円（４．４％）の減、歳出で１

８億６，３４４万３千円（５．２％）の減となるが、平成２１年度の市債借換分１８億６，４

６０万円と平成２２年度の市債借換分２億円を差し引いた実質的な決算額との比較では、 
歳 入 ３５１億９，１４６万３千円（平成２１年度 ３５１億４，５３０万２千円） 
歳 出 ３４１億１，９８７万９千円（平成２１年度 ３４３億１，８７２万２千円） 
となり、平成２１年度に比べ歳入で４，６１６万１千円（０．１％）の増、歳出で１億９，

８８４万３千円（０．６％）減となった。 
 
（決算収支） 

一般会計の歳入歳出差引額は、１０億７，１５８万４千円で、このうち平成２３年度へ繰り

越すべき財源１億８，６８６万４千円（継続費逓次繰越額及び繰越明許費繰越額）を控除した

実質収支額は、８億８，４７２万円となった。 



（歳　入）

　歳入の状況

　主な歳入の前年度との比較

市税 15,484,509 15,333,118 151,391

地方譲与税 366,283 377,324 △ 11,041

利子割交付金 52,439 59,106 △ 6,667

配当割交付金 23,732 19,039 4,693

株式等譲渡所得割交付金 8,987 10,724 △ 1,737

地方消費税交付金 913,917 915,489 △ 1,572

地方特例交付金 175,332 250,459 △ 75,127

地方交付税 3,990,702 2,547,456 1,443,246

分担金・負担金 404,522 419,231 △ 14,709

国庫支出金 4,536,380 4,498,278 38,102

県支出金 1,603,684 1,451,323 152,361

繰入金 238,326 1,944,538 △ 1,706,212

繰越金 826,580 775,384 51,196

諸収入 1,896,061 1,941,026 △ 44,965

市債 4,331,800 5,937,900 △ 1,606,100

その他 538,209 529,507 8,702

合計 35,391,463 37,009,902 △ 1,618,439

市債借換分を除く
H22 （  200,000）
H21 （1,864,600）

35,191,463 35,145,302 46,161

　歳入一般財源

　平成２２年度の一般会計歳入決算額は、３５３億９，１４６万３千円で２１年度と比較する
と１６億１，８４３万９千円（４．４％）の減となるが、平成２２年度の市債借換分２億円、
平成２１年度の市債借換分１８億６，４６０万円をそれぞれ差し引いた実質的な決算額との比
較では、平成２１年度に比べ４，６１６万１千円（０．１％）の増となった。

　平成２２年度の歳入一般財源（市税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲
渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例
交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金）は、２１１億８，２６１万５千円で平成２１
年度の１９６億９，８６０万５千円に比べ、１４億８，４０１万円（７．５％）の増となっ
た。
　歳入一般財源の歳入総額（市債借換分２億円を除く）に占める割合は、６０．２％で平成２
１年度の５６．０％と比較すると４．２％の増となった。
　臨時財政対策債３２億１，９００万円を加えると、２４４億１６１万５千円となり、平成２
１年度と比較し、１８億３７１万円（８．０％）の増、歳入一般財源の歳入総額（市債借換分
２億円を除く）に占める割合は、６９．３％となった。
　増減内訳、伸び率は、次表のとおりである。

1.0

△ 2.9

△ 11.3

24.6

0.1

10.5

△ 16.2

△ 0.2

（単位：千円）

△ 27.0

1.6

△ 30.0

56.7

△ 3.5

0.8

△ 87.7

6.6

△ 2.3

△ 4.4

平成22年度 平成21年度 増減 伸び率（％）
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　歳入一般財源の決算額の比較
（単位：千円）

市税 15,484,509 15,333,118 151,391 1.0

地方譲与税 366,283 377,324 △ 11,041 △ 2.9

利子割交付金 52,439 59,106 △ 6,667 △ 11.3

配当割交付金 23,732 19,039 4,693 24.6

株式等譲渡所得割交付金 8,987 10,724 △ 1,737 △ 16.2

地方消費税交付金 913,917 915,489 △ 1,572 △ 0.2

ゴルフ場利用税交付金 67,506 69,655 △ 2,149 △ 3.1

自動車取得税交付金 79,806 94,999 △ 15,193 △ 16.0

地方特例交付金 175,332 250,459 △ 75,127 △ 30.0

地方交付税 3,990,702 2,547,456 1,443,246 56.7

交通安全対策特別交付金 19,402 21,236 △ 1,834 △ 8.6

小　　計 21,182,615 19,698,605 1,484,010 7.5

減収補てん債特例分 － 1,414,900 △ 1,414,900 皆減

臨時財政対策債 3,219,000 1,484,400 1,734,600 116.9

小　　計 3,219,000 2,899,300 319,700 11.0

合　　計 24,401,615 22,597,905 1,803,710 8.0

（歳　出）

　歳出の状況

　目的別歳出 （単位：千円）

議会費 264,626 0.8 275,702 △ 11,076 △ 4.0

総務費 6,030,545 17.6 8,007,180 △ 1,976,635 △ 24.7

民生費 9,949,363 29.0 8,710,439 1,238,924 14.2

衛生費 1,505,236 4.4 1,503,396 1,840 0.1

農林水産業費 370,475 1.1 437,574 △ 67,099 △ 15.3

商工費 388,384 1.1 332,403 55,981 16.8

土木費 4,891,936 14.2 4,465,454 426,482 9.6

消防費 1,755,538 5.1 1,917,301 △ 161,763 △ 8.4

教育費 4,458,416 13.0 3,718,773 739,643 19.9

災害復旧費 － － 35,956 △ 35,956 皆減

公債費 3,847,279 11.2 5,824,051 △ 1,976,772 △ 33.9

諸支出金 858,081 2.5 955,093 △ 97,012 △ 10.2

合　計 34,319,879 100.0 36,183,322 △ 1,863,443 △ 5.2

市債借換分を除く
H22 （  200,000）
H21 （1,864,600）

34,119,879 34,318,722 △ 198,843 △ 0.6

款　　名 平成22年度
伸び率
（％）

平成21年度 増減

　平成２２年度の一般会計歳出決算額は、３４３億１，９８７万９千円で２１年度と比較する
と１８億６，３４４万３千円（５．２％）の減となるが、２２年度の市債借換分２億円、平成
２１年度の市債借換分１８億６，４６０万円をそれぞれ差し引いた実質的な決算額との比較で
は、平成２１年度に比べ１億９，８８４万３千円（０．６％）減となった。

伸び率
（％）

款　　名 平成22年度 構成比(％) 平成21年度 増減
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　特別会計

　特別会計の歳入歳出決算額は、次の表のとおりとなった。

（単位：千円）

歳　入 歳　出 差引残高

取手駅西口都市整備事業 402,649 371,285 31,364

185,076 185,076 0

11,635,643 11,329,896 305,747

11,671 11,671 0

1,551,333 1,539,768 11,565

5,085,618 5,007,212 78,406

介護サービス 12,851 9,607 3,244

1,231,790 1,200,299 31,491

838 575 263

20,117,469 19,655,389 462,080

名　　称

用地先行取得事業

国民健康保険事業

合　　計

後期高齢者医療

介護保険

競輪事業

取手地方公平委員会

老人保健

議会費

総務費

総務費

民生費

民生費

衛生費

衛生費

農林水産業費 商工費

土木費

土木費

消防費

消防費

教育費

教育費

公債費

公債費

諸支出金

諸支出金

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21年度

22年度
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